
規 則

�愛媛県規則第３０号
愛媛県統計調査条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３１年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県統計調査条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県統計調査条例施行規則（平成２１年愛媛県規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
規 則
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○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…３４６

○ 指定道路の指定（２件）………………………………………………………………………………………………………（東予地方局四国中央土木事務所）…３４６

○ 土地改良区役員の就退任の届出（２件）…………………………………………………………………………………………（中予地方局農村整備第一課）…３４７

○ 開発行為に関する工事の完了（２件）…………………………………………………………………………………………………（中予地方局建築指導課）…３４７

訓 令

○ 愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令………………………………………………………………………………………………（障がい福祉課）…３４８

監査委員告示

○ 包括外部監査人の監査の事務を補助する者等の告示………………………………………………………………………………………………（監査事務局）…３５１

選挙管理委員会告示

○ 政治活動に関する規程の一部改正………………………………………………………………………………………………………………（選挙管理委員会）…３５１

公営企業公告

○ 医用画像システム（ＰＡＣＳ）の借入れに係る一般競争入札の執行………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）…３５３

正 誤

○ 平成３１年４月１日付け愛媛県報第３０６４号外３愛媛県訓令第６号（愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令）中……………………（人事課）…３５４

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

改 正 後 改 正 前

（調査票情報の提供を受けることができる者）

第７条 条例第１０条第１号の規則で定める者は、次に掲げる者とす

る。

�・� 省略

� 統計法施行規則（平成２０年総務省令第１４５号）第１０条に規定

する者

（調査票情報の提供を受けることができる者）

第７条 条例第１０条第１号の規則で定める者は、次に掲げる者とす

る。

�・� 省略

� 統計法施行規則（平成２０年総務省令第１４５号）第８条に規定

する者

毎週（火・金）曜日発行 第３０７２号 平成３１年４月２６日

平成３１年４月２６日金曜日 第３０７２号

愛 媛 県 報

３４３
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附 則

この規則は、令和元年５月１日から施行する。

�愛媛県規則第３１号
児童福祉法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成３１年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

児童福祉法施行細則の一部を改正する規則

児童福祉法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

様式第１号（第５条関係） 統計調査員証

（表） 省略

（裏）

様式第１号（第５条関係） 統計調査員証

（表） 省略

（裏）

省略

� 第３９条第１項第２号又は第３号に定める情報の取扱い

に従事する地方公共団体の職員又は職員であった者 当

該情報を取り扱う業務

省略

省略

� 第３９条第１項第２号 に定める情報の取扱い

に従事する地方公共団体の職員又は職員であった者 当

該情報を取り扱う業務

省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

（委任）

第１条 省略

２ 法第３２条第２項及び地方自治法第１５３条第２項の規定により、

次に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。ただし、第１号

の２の２に掲げる知事の権限は、中予地方局長に限り委任する。

�・�の２ 省略

�の２の２ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１７４条

の４９の２第２項の規定により読み替えて適用される法第２１条の

５の１５第１項（法第２１条の５の１６第４項において準用する場合

を含む。）の規定に基づく地方自治法第２５２条の２２第１項の中

核市（以下「中核市」という。）の市長が行う指定障害児通所

支援事業者の指定及び指定の更新に対する同意に関すること。

�の３～� 省略

３ 省略

（措置費国庫負担金及び県費負担金交付申請書）

第４３条 市町長（ 中核市の長を除

く。次条第１項において同じ。）は、翌年度における法第５１条第

３号に規定する費用について、法第５３条の規定による国庫負担金

及び法第５５条の規定により県費負担金の交付を受けようとすると

きは、知事が別に指示する申請書に関係書類を添え、毎年３月１０

日までに２部を、市にあつては直接、町にあつては所轄の地方局

長を経て、知事に提出しなければならない。

２ 省略

（愛媛県障害児通所給付費等不服審査会の合議体）

第４８条 愛媛県障害児通所給付費等不服審査会（以下「審査会」と

いう。）の合議体（令第４４条の５第１項に規定する合議体をい

う。）を構成する委員の定数は、５人とする。

（委任）

第１条 省略

２ 法第３２条第２項及び地方自治法第１５３条第２項の規定により、

次に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。

�・�の２ 省略

�の３～� 省略

３ 省略

（措置費国庫負担金及び県費負担金交付申請書）

第４３条 市町長（地方自治法第２５２条の２２第１項の中核市の長を除

く。次条第１項において同じ。）は、翌年度における法第５１条第

３号に規定する費用について、法第５３条の規定による国庫負担金

及び法第５５条の規定により県費負担金の交付を受けようとすると

きは、知事が別に指示する申請書に関係書類を添え、毎年３月１０

日までに２部を、市にあつては直接、町にあつては所轄の地方局

長を経て、知事に提出しなければならない。

２ 省略

（愛媛県障害児通所給付費等不服審査会の合議体）

第４８条 愛媛県障害児通所給付費等不服審査会（以下「審査会」と

いう。）の合議体（令第４４条の６第１項に規定する合議体をい

う。）を構成する委員の定数は、５人とする。

愛 媛 県 報平成３１年４月２６日 第３０７２号

３４４
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�愛媛県告示第３８６号
次の保安林の指定施業要件を変更する旨の通知を受けたから、森

林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第

３０条の規定により告示する。

平成３１年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

上浮穴郡�万高原町（次の図に示す部分に限る。）
２ 保安林として指定された目的

かん

水源の涵養

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

上浮穴郡�万高原町（次の図に示す部分に限る。）
イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び�万高原町役場に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第３８７号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、東温市長から次のとおり公共測量が終

了した旨の通知があった。

平成３１年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（数値地形図データ作成）

２ 作業期間 平成３０年１１月２９日から

平成３１年３月２５日まで

３ 作業地域 東温市

�愛媛県告示第３８４号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１７条第１項及び第１１８条の規定に基づき、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の自衛官

候補生の採用試験の試験期日、試験場の位置及び名称並びに担当区域を次のとおり定める。

平成３１年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３８５号
自衛隊法施行令（昭和２９年政令第１７９号）第１１７条第１項及び第１１８条の規定に基づき、陸上自衛隊、海上自衛隊及び航空自衛隊の自衛官

候補生の採用試験の試験期日、試験場の位置及び名称並びに担当区域を次のとおり定める。

平成３１年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３８８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

試 験 期 日 試 験 場 の 位 置 試 験 場 の 名 称 担 当 区 域

（男子）

令和元年５月１９日（日）
松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

（女子）

令和元年５月１９日（日）
松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

試 験 期 日 試 験 場 の 位 置 試 験 場 の 名 称 担 当 区 域

（男子）

令和元年６月１５日（土）
松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

（女子）

令和元年６月１５日（土）
松山市南梅本町乙１１５番地 陸上自衛隊松山駐屯地 県内全域

愛 媛 県 報平成３１年４月２６日 第３０７２号

３４５
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�愛媛県告示第３９１号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成３１年４月２６日

愛媛県東予地方局長 馬 越 史 朗

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成３１年４月１７日

３ 指定道路の位置

四国中央市川之江町字大門口２９８４番１の一部、２９８４番７の一部、

２９８４番１０の一部、２９８５番１の一部及び２９８５番３の一部並びに同市

川之江町字片上山３１１３番２３３及び３１１３番２３４

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ７７．４９メートル

� 幅員 ４．０５メートル、４．０９メートル

�������
�愛媛県告示第３９２号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成３１年４月２６日

愛媛県東予地方局長 馬 越 史 朗

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成３１年４月１７日

３ 指定道路の位置

四国中央市金生町下分字小山７３７番１の一部、７３８番１の一部、

�愛媛県告示第３８９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３９０号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成３１年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 新居浜別子山線 新居浜市別子山字別子山乙５５５番７１

旧 ６．０～１５．０ ０．２９０

新 １０．０～２０．０ ０．２９０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜別子山線 新居浜市大永山字須領切畑場３３３番４９ 平成３１年４月２６日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２６）第１７３９１号 平成２６年
９月２２日 加藤工業 加藤 圭司 新居浜市土橋２－１１－３５ 平成３１年

３月４日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業、管工事業
鋼構造物工事業
舗装工事業
しゅんせつ工事業
機械器具設置工事業
水道施設工事業
解体工事業

建設業の廃止
（法人成り）

（般－２７）第１１９３９号 平成２７年
６月１６日 福田設備 福田 重之 新居浜市土橋１－１０－９ 平成３１年

３月５日
土木工事業、電気工事業
管工事業、水道施設工事業

建設業の廃止
（全部）

（般－２８）第２７８号 平成２８年
１０月１１日 �吉本保温工業所 吉本 直樹 新居浜市西原町２－７－

３２
平成３１年
３月５日 熱絶縁工事業 建設業の廃止

（全部）

（般－２８）第９１７７号 平成２８年
８月８日 �潮建創 山岡壽美雄 今治市八町６９２－３ 平成３１年

３月８日

建築工事業、大工工事業
屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止
（全部）

（般－２９）第６９６５号 平成２９年
１２月６日 越智内装 越智 明美 西条市氷見乙１６８１ 平成３１年

３月２５日 内装仕上工事業 建設業の廃止
（全部）

愛 媛 県 報平成３１年４月２６日 第３０７２号

３４６
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７３９番７の一部及び７３７番１地先水路

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ５０．９６メートル

� 幅員 ６．００メートル

�������
�愛媛県告示第３９３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

松山市梅本地区土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成３１年４月２６日

愛媛県中予地方局長 尾 � 幸 朗

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第３９４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

松山市水泥町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成３１年４月２６日

愛媛県中予地方局長 尾 � 幸 朗

就 任

退 任

�愛媛県告示第３９５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成３１年４月２６日

愛媛県中予地方局長 尾 � 幸 朗

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 家 � 恒 和 松山市北梅本町２８４１

〃 永 井 武 信 松山市北梅本町２８２９

〃 宮 内 明 治 松山市北梅本町２２５１－２

〃 森 貞 幹 夫 松山市北梅本町２３３５

〃 八 木 嘉 廣 松山市北梅本町８８８－３

〃 奥 村 義 博 松山市北梅本町乙８５

〃 奥 村 敞 八 松山市北梅本町甲１６－１

〃 宮 内 � 司 松山市北梅本町７４１

〃 松 本 範 良 松山市平井町３５０６

〃 � 保 慶 生 松山市南梅本町６１１

〃 家 � 英 雄 松山市南梅本町７５６

〃 宮 内 保 松山市南梅本町７６４

〃 和 田 正 寛 松山市南梅本町８１３

〃 桑 原 英 信 松山市南梅本町８６３

〃 高 岡 敏 夫 松山市南梅本町２３７－３

〃 � 保 武 志 松山市南梅本町１１３３

〃 田 中 孝 明 松山市水泥町６９３－１

〃 岡 本 泰 典 東温市西岡７５８

監 事 宮 内 順 三 松山市北梅本町２０４７

〃 宮 内 賢 三 松山市南梅本町６３０－２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 永 田 哲 松山市水泥町１１１１

〃 相 原 秀 夫 松山市水泥町１１４１

〃 柴 田 � 松山市水泥町８８７

〃 渡 部 秋 男 松山市水泥町１０２５

〃 敷 村 光 良 松山市水泥町９９６－１

〃 吉 田 一 眞 松山市水泥町７１０

〃 松 田 誠 松山市水泥町１１２８

監 事 永 田 俊 誠 松山市水泥町１１５７

〃 小 島 敏 弘 松山市水泥町１０７３

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 永 田 哲 松山市水泥町１１１１

〃 相 原 秀 夫 松山市水泥町１１４１

〃 柴 田 � 松山市水泥町８８７

〃 野 村 賢 一 松山市水泥町６７６

〃 渡 部 秋 男 松山市水泥町１０２５

〃 吉 田 一 眞 松山市水泥町７１０

〃 青 木 敬 松山市水泥町１１２８

監 事 永 田 俊 誠 松山市水泥町１１５７

〃 小 島 敏 弘 松山市水泥町１０７３

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 家 � 恒 和 松山市北梅本町２８４１

〃 永 井 武 信 松山市北梅本町２８２９

〃 宮 内 明 治 松山市北梅本町２２５１－２

〃 森 貞 幹 夫 松山市北梅本町２３３５

〃 八 木 嘉 廣 松山市北梅本町８８８－３

〃 奥 村 義 博 松山市北梅本町乙８５

〃 奥 村 敞 八 松山市北梅本町甲１６－１

〃 宮 内 � 司 松山市北梅本町７４１

〃 松 本 範 良 松山市平井町３５０６

〃 � 保 慶 生 松山市南梅本町６１１

〃 家 � 英 雄 松山市南梅本町７５６

〃 宮 内 保 松山市南梅本町７６４

〃 和 田 正 寛 松山市南梅本町８１３

〃 高 岡 敏 夫 松山市南梅本町２３７－３

〃 桑 原 英 信 松山市南梅本町８６３

〃 � 保 武 志 松山市南梅本町１１３３

〃 田 中 孝 明 松山市水泥町６９３－１

〃 岡 本 泰 典 東温市西岡７５８

監 事 宮 内 賢 三 松山市南梅本町６３０－２

〃 宮 内 順 三 松山市北梅本町２０４７
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訓 令

�愛媛県告示第３９６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成３１年４月２６日

愛媛県中予地方局長 尾 � 幸 朗

�愛媛県訓令第１０号
地 方 局

愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成３１年４月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

３１中局建（開）第１号

平成３１年４月１８日

伊予市米湊字大角藏１５３５番、１５６５番、１５６６番４、１５６６番５、１５６８番１、１５

６９番１、１５３２番５、１５３２番４（伊予市所有管理道）の一部、１５３９番２（伊

予市所有管理道）の一部及び１５３５番地先農道

伊予市米湊８３４番地２０

株式会社 亀岡

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

３１中局建（開）第２号

平成３１年４月１８日
伊予郡松前町大字西古泉字大福４０８番１

松山市山西町６７０番地５

メゾンドブラン２０１号

渡 部 達 也

改 正 後 改 正 前

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

主

幹

部

長

課

長

主

幹

地

域

福

祉

課

１～８

省略

地

域

福

祉

課

１～８

省略

９ 児童

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 省略 ９ 児童

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 省略

２ 指定障害児通所支援事業者に

関すること。

２ 指定障害児通所支援事業者に

関すること。

� 省略 � 省略

� 中核市の市長が行う指定又

は指定の更新に対する同意

（第２１条の５の１５第１項、第

２１条の５の１６第４項、地方自

治法施行令第１７４条の４９の２第

２項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略
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� 指定に係る事項の変更又は

事業の再開、廃止若しくは休

止の届出の受理（第２１条の５

の２０第３項、第４項）

○

�～� 省略 �～� 省略

３ 指定障害児入所施設等に関す

ること。

３ 指定障害児入所施設等に関す

ること。

�～� 省略 �～� 省略

� 指定に係る事項の変更の届

出の受理（第２４条の１３第３

項）

○

� 指定の辞退の申出の受理

（第２４条の１４）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 	 省略

� 省略 
 省略

	 省略 � 省略


 省略 � 省略

� 省略 � 省略

４ 業務管理体制の整備に関する

こと。

４ 業務管理体制の整備に関する

こと。

� 届出の受理（第２１条の５の

２６第２項第１号、第３項、第

４項、第２４条の１９の２、第２４

条の３８第２項第１号、第３

項、第４項）

○

� 省略 
 省略


 省略 � 省略

� 報告の徴収及び立入検査に

係る市町長からの要求の受理

（第２４条の３９第３項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

５ 障害児通所支援事業等に関す

ること。

５ 障害児通所支援事業等に関す

ること。

� 事業の開始、変更、廃止又

は休止の届出の受理（第３４条

の３第２項から第４項まで）

○

� 省略 
 省略


 省略 � 省略

� 省略 � 省略

６ 児童自立生活援助事業に関す

ること。

６ 児童自立生活援助事業に関す

ること。
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� 事業の開始、変更又は廃止

若しくは休止の届出の受理

（第３４条の４）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

７ 一時預かり事業に関するこ

と。

７ 一時預かり事業に関するこ

と。

� 事業の開始、変更、廃止又

は休止の届出の受理（第３４条

の１２）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

８ 病児保育事業に関すること。 ８ 病児保育事業に関すること。

� 事業の開始、変更、廃止又

は休止の届出の受理（第３４条

の１８）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

９ 児童福祉施設等に関するこ

と。

９ 児童福祉施設等に関するこ

と。

� 市町が設置する施設の設置

及び廃止又は休止の届出の受

理（第３５条第３項、第１１項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 	 省略

	 省略 
 省略


 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 
 省略


 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 認可外保育施設の設置等の

届出の処理（第５９条の２）

○

� 施設の運営状況の報告の受

理（第５９条の２の５第１項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略
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監査委員告示

選挙管理委員会告示

�愛媛県監査委員告示第１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３２第１項の規定に

よる協議が調ったので、同条第２項の規定に基づき次のとおり告示

する。

平成３１年４月２６日

愛媛県監査委員 大 西 渡

同 梶 谷 大 治

同 本 田 和 良

同 永 井 一 平

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県選挙管理委員会告示第４７号
政治活動に関する規程（昭和４６年３月１８日愛媛県選挙管理委員会告示）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成３１年４月２６日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

別記第１号様式を次のように改める。

� 変更届の受理（児童福祉法

施行規則第３７条第４項から第

６項まで）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

１０ 省略 １０ 省略

１１ 指定通所支援等に要する費用

の額の算定に係る届出の受理

（児童福祉法に基づく指定通所

支援及び基準該当通所支援に要

する費用の額の算定に関する基

準（平成２４年３月厚生労働省告

示第１２２号）別表）

○

１１ 省略 １２ 省略

１０～３１

省略

１０～３１

省略

備考 省略 備考 省略

包括外部監査人矢野和弘 の 監 査 の

事 務 を 補 助 す る 者

監 査 の 事 務 を

補 助 で き る 期 間氏 名 住 所

山 崎 泰 志
香川県高松市昭和町２丁目５
番３－１０１号Ｊ．ＣＲＥＳＴ
高松昭和町

平成３１年４月２６日から
令和２年３月３１日まで

宮 本 豪 愛媛県東温市野田１丁目７番
地７

平成３１年４月２６日から
令和２年３月３１日まで
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別記第１号様式 政治団体確認書
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公営企業公告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成３１年４月２６日

愛媛県公営企業管理者 兵 頭 昭 洋

１ 入札に付する事項

� 件名

医用画像情報システム（ＰＡＣＳ）の借入れ

� 借入物品名及び数量

医用画像情報システム（ＰＡＣＳ） １式

（使用にあたり必要な運搬、搬入、設置、調整、説明等一式

を含む。）

� 借入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 借入期間

令和２年１月１日から令和７年１２月３１日まで

� 借入場所

愛媛県立南宇和病院

（愛媛県南宇和郡愛南町城辺甲２４３３の１）

� 設置完了日

令和元年１２月３１日（火）

� 入札方法

ア この公告の入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負

等編）に定義するシステム（以下「電子入札システム」とい

う。）による。ただし、愛媛県電子入札運用基準（製造の請

負等編）７�又は�の規定により紙入札による参加承諾を受
けた者にあっては、紙入札を行うことができる。

イ 入札金額は、１月当たりの借入代金とすること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成３１年度の製造の請負等に係る一般競争

入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項に該

当する者

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� この公告で示す物品を借入期間の開始までに確実に納入でき

ることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

� 法令等の定めによる許認可等に基づいて営業を行う必要があ

る場合にあっては、その許認可等に基づく営業であることを証

明した者であること。

３ 入札書の提出方法等

� 提出書類及び入札書の提出方法

電子入札システムによる。

� 契約条項及び入札説明書の掲載場所

愛媛県入札情報公開システム上に掲載する。

http://www.pref.ehime.jp/h40180/e-bid-nyuusatsu/

� 入札書のほかに提出する書類の受領期限

令和元年５月３１日（金）午後５時００分まで。

� 入札書の受領期限

電子入札システムによる場合は、令和元年６月１１日（火）か

ら令和元年６月１２日（水）までの電子入札システム稼動時間中

（午前９時００分から午後８時００分まで（ただし、６月１２日は午

後５時１５分まで））。

紙入札による場合は、令和元年６月１２日（水）午後５時１５分

まで。

� 開札の日時及び場所

令和元年６月１３日（木）午前１０時００分

愛媛県公営企業管理局大会議室（愛媛県庁第二別館２階）

� 問い合わせ先

愛媛県公営企業管理局総務課財産管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―１０００ 内線４６２３

又は（０８９）９１２―２７９４

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を、入札説明書等に基づ

き令和元年５月３１日（金）午後５時００分までに提出しなければ

ならない。

なお、愛媛県公営企業管理者から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 契約保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１５２条から第１５４条までの規

定による。

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県公営企業管理者

が判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条

において例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。
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正 誤

� 入札書の提出方法

電子入札による場合は、電子入札システムにより入札金額及

び電子くじ入力番号を入力の上、提出すること。

紙入札による場合は、入札書を直接又は郵便（書留郵便に限

る。）により３�に掲げる場所に提出すること。
� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： Picture

Archiving and Communication System，１ set

� Time limit of tender：５：１５ p．m．，１２ June２０１９

� For further information， please contact： Property

Management Section，General Affairs Division，Public

Enterprise Administration Bureau，Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７９４

�正 誤

平成３１年４月１日付け愛媛県報第３０６４号外３愛媛県訓令第６号

（愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令）中

ページ 箇 所 誤 正

８３

改正前後欄中
備考１ ６行目
備考３ ６行目
備考４ ４行目

○同表 ○同表

８３ 改正前後欄中
備考２ ２行目

○７の部１の頃
○８の部１の頃

○７の部１の頃
○８の部１の頃

平成３１年４月２６日 発行
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